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研究成果の概要（和文）：インド洋大津波の最大被災地、インドネシアのバンダアチェとその周

辺地域を事例に、被災から緊急対応、復興過程についてフィールド調査を行い、被害の状況、被

害拡大の社会・文化的要因、避難行動と緊急対応、被災者の移動と非被災地との関係、

住宅復興と地域の社会変動、支援構造と調整メカニズム、災害文化と地域防災力など

の諸点において、超巨大災害と地元社会に及ぼす影響と、その対応メカニズムに関す

る重要な知見を得た。  

 
研究成果の概要（英文）：This study considers how a super-giant natural disaster affects the 

local society, and how the social mechanism responses in the longer term in the post-disaster 

reconstruction processes, basically based on the field surveys in Banda Aceh and its 

surrounding region, Indonesia that was most severely damaged by the 2004 Indian Ocean 

tsunami, and empirically points out various aspects of drastic restructuring in the physical 

and social terms.  
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１．研究開始当初の背景 

2004 年 12 月 26 日にスマトラ島沖で起こ
った超巨大地震と大津波はインド洋沿岸地域
に、被害規模の点でも、被災地の広域性とい
う点でも史上最悪の津波被害をもたらした。
津波は典型的な低頻度・大被害の災害であり、
それゆえ、その際何が起こり、人々がどのよ
うに対処し、その後どのような復興過程をと
るのかといった問題は、必ずしも十分に解明
されているとは言えない。とりわけ日本の災
害研究では、ハザードに関する理学的理解と

工学的対策が中心であり、災害を社会的側面
から捉える脆弱性に関する研究はほとんどな
い。また、この津波災害の被害から復興に至
る中長期過程に関して総合的・継続的に追跡
した研究は世界でもほとんど見られない。し
たがって、将来の日本で予測される超巨大災
害に対する示唆を得るためにも、この世紀の
大災害に関して、社会科学的観点も含めて総
合的に理解する必要がある。 

 

２．研究の目的 
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2004 年インド洋大津波による最大被災地
のひとつ、インドネシアのナングロ・アチェ・
ダルサラーム州、バンダアチェおよびその周
辺地域を主な事例として、被害状況と社会的
対応メカニズムとの相互関係に着目し、その
被災から緊急対応、復興過程に関して総合的
に理解することを目指す。 

具体的には、(1)ハザード、脆弱性、災害の
相互関係に関して、特に様々な社会－空間ス
ケールで機能するアクターのネットワークの
中で捉える理論的枠組みを構築する。(2)被災
状況について整理するとともに、津波の外力
が被害の地域差として現れる社会的メカニズ
ムを、集落立地の土地条件に加えて空間的に
不均等な社会構造による影響をに着目して明
らかにする。(3)被災後 5 年までの復興過程を、
①国際機関・外国政府・NGO といった外部支
援者の役割、それと被災者とを仲介する地方
政府やコミュニティなどの調整メカニズム、
②被災者自身の視点に立った住宅・生活再建
状況のプロセスに焦点を置きながら評価する
とともに、その課題を明らかにする。 

以上で得られた知見を総括して、(4)地域の
災害脆弱性を減らすために必要な条件につい
て、①災害文化のレベルにおいて地元地域社
会の今回の被災経験が将来の災害への備えを、
また、②援助バブルとも呼ばれる過剰な外部
支援が地域の内発的復興をそれぞれ促進した
り阻害したりする要因に着目して検討し、以
上を踏まえ、(5)第三世界の公的・非公的な災
害対策制度や国際的な防災・災害復興支援の
あり方について議論する。 

 

３．研究の方法 

バンダアチェおよびその周辺地域において
フィールド調査を行い、(1)景観観察等を通し
て、被害状況、建物・集落・インフラといっ
た物理的復旧・復興状況に関する定量的・定
性的資料を収集するとともに、(2)選定された
複数の事例集落における定点観察と、地域リ
ーダーへのインタビューと通して、地域組織
の機能や土地制度等に係る慣習法などに関す
る定性的資料を収集した。得られた資料は、
ArcGIS や SPSS を用いてデータプラットフ
ォームを作成して、地図化や統計分析を行う
とともに、撮影した写真やビデオなどのデー
タベースを作成して共有した。 

また、(3)地方政府等の関係機関における統
計資料や地図等の収集、NGO や国際機関等に
おける担当者へのインタビュー調査を通した
復興戦略の把握なども併せて行った。すでに
現地から撤退した支援団体（JICA など）に対
して東京などでインタビューを行った。(4)被
災者の被災や生活再建などに関する、特に被
災者自身の主観や感情に踏み込んだ定性的資
料を得るために、20 名の被災者に対して非構
造化インタビューを行い、体験談（インドネ

シア語と日本語）を作成し、語りに関する言
説分析を行った。(5)緊急対応・復旧・復興に
対するコミュニティの役割を定量的に把握す
るために、選定された 200 集落において地域
リーダーに対する質問紙調査を行った。なお
比較分析を念頭において、事例集落にはバン
ダアチェ周辺の内陸非被災地を含めるととも
に、いわゆるアチェ紛争に関する質問項目を
含めた。 

なお、現地のフィールド調査と前後して、
インターネットなどを通じて日本で入手でき
る統計資料・地図・衛星画像・政策文書など
を収集した。 

バンダアチェおよびその周辺地域における
フィールド調査は、2008 年 8 月、12 月、2009

年 6 月、10 月、11 月、12 月、2010 年 6 月、
12 月に実施し、2009 年と 2010 年には、アチ
ェベサール南部沿岸、シグリ、ロスマウェ、
ランサといったアチェ州の他地域の状況も視
察した。2009 年 10 月と 2010 年 7 月には、
インド国内における比較研究のために、2006

年ジャワ島中部地震の被災地、ジョグジャカ
ルタ特別州バントゥール県におけるフィール
ド調査を行い、同地震からの復興に係る同種
の質問紙調査を実施した。 

フィールド調査の実施に当たっては、研究
協力者である現地研究者や学生の協力が不可
欠であり、その際、科学的知識の移植という
一方通行の関係ではなく、学術的基盤に立っ
た双方向の関係を継続的に構築することが必
要である。この点に関しては、地元シアクラ
大学理学部と名古屋大学とのスマトラ断層観
測システムを構築してきた地球物理学チーム
と連携しつつ、農学部の社会科学チーム、津
波・減災研究センターのほか、インドネシア
科学院、ガジャマダ大学地理学部および災害
研究センターなどとの連携を維持・強化し、
セミナーやワークショップを実施し、問題意
識や調査結果の共有などを図った。 

なおアチェでは、いわゆるアチェ紛争終結
後も治安の一時的悪化が見られ、当初の研究
計画・方法の一部を変更した。 

 

４．研究成果 

本研究の成果を、以下の 8 項目について、
それぞれ概略的に述べる。 

(1)被害の状況と都市開発の影響：津波被
害は、津波フローの挙動メカニズムと地
域の自然地理的条件に沿いつつ、基本的
に海岸からの距離に従って減衰する傾向
にあり、物的には 3 地帯区分、人的には
2 地帯区分にそれぞれ分けて考えること
ができる。それらの中で被害は面的に起
こり、被災地と非被災地との境界が明瞭
という津波災害に典型的な特徴が見られ
た。激甚被災地は、1960～70 年代に元々
の干潟ないしデルタ性低湿地がスプロー



 

 

ル的に開発され、社会経済的地位の相対
的に低い住民層の居住地に重なる傾向に
ある。つまり、こうした土地開発に当た
って、沿岸災害のリスクを回避するメカ
ニズムが欠落していた。これらの関係は、
下図に模式的に表現される。  

 

 

(2)被害拡大の社会・文化的要因：バンダア
チェにおいて津波被害がこれほどまでに拡大
した要因としては、まず、上記のような地震・
津波の超巨大規模という自然的要因や立地条
件の危険性といった地理的要因が考えられる。
それに加え、防潮堤や避難場所、避難路や経
路誘導板といった、いわゆる防災インフラの
欠如、インドネシアを初めとするインド洋沿
岸諸国における津波警報システムの未整備な
どが挙げられる。また全国レベルでも地方レ
ベルでも政府の防災制度は未整備であり、地
域防災計画も緊急対応指針もなかった上に、
政府機関、軍隊や警察それ自体の被災によっ
て初動が遅れたことも挙げられよう。ちなみ
にインドネシアでは、この災害の後に災害対
策法が制定され、国家災害対策庁と地方災害
対策局が関係省庁を跨る形で設置された。し
かし、最も深刻なこととして、災害文化のレ
ベルにおける社会の脆弱性が指摘できる。多
くの住民は、津波に関する科学的知識は言う
までもなく、ツナミという言葉さえ知らなか
った。しかも津波を表すアチェ語のイブーナ
という言葉も、一部の高齢者を除くと、ほと
んど伝承されていなかった。さらに地震の揺
れから津波襲来を連想した人はほとんどおら
ず、地震の際に取るべき行動規範も社会の中
で共有されていなかった。つまり津波防災に
関する科学的知識もローカルノレッジも、地
域の災害文化から欠落していた。 

(3)避難行動と緊急対応：それゆえ、最初
の大きな揺れから津波来襲までに数十分から
場所によっては 1 時間近くの時間があったに
もかかわらず、実際に津波が目撃されてから
避難行動が開始された形跡があった。被災者
の生命は、生存者の証言によれば、いわば
運命に左右されたと言える。当時激甚被
災地にいた人に限定すれば、人数的に最
も多かったのは建物の上階に避難した者

であり、一方、一旦は津波フローに流さ
れ、その後幸運にも救助された者も相当
数に上ったと思われる。当初多くの人は、
津波のことを洪水、あるいは海水の異常
な上昇と考え、アラーの神によるキアマ
ット（世界の終末）として理解した。質
問紙調査によれば、医療機関は混乱を極
め、満足に治療を受けられる状態でなか
ったと推察される。また、甚大被災地の
ほぼすべての村で食料不足が深刻であり、
半数の村では数日から 1 週間後には解消
に向かったが、半年後以降まで問題が残
った村も 5 分の 1 に上った。これらに関
しては、最初の数日間は自助やコミュニ
ティなどの共助が中心だったが、1 か月
後には国連や国際 NGO からの外部支援
といった公助への転換が見られた。  

(4) 被 災 者 の 移 動 と 非 被 災 地 と の 関
係：被災者の被災直後から 4 年間にわた
る移動の来歴（下図）に見られるように、
多くの被災者は早くも被災当日夜には被
災地を脱出し、バンダアチェ隣接地域の
結節中心地から内陸部の非被災地、さら
にスマトラ島内他地域へ移動する傾向が
見られた。この際、被災前から日常的に
築かれてきた、親族関係や友人関係を基
盤にした社会的ネットワークが移住チャ
ネルとして機能したと考えられる。その
理由としては、住居の確保、高度医療や
就業の機会、子供の教育など事情であっ
た。その意味で、それらの非被災地は被
災地を支える後背地域として重要であっ
た。一方で、被災 1 か月後には逆に被災
前の居住地、あるいは近くの避難所に帰
還する傾向も見られ、親族宅滞在の長期
化に伴う経済的・精神的負担増のほか、
支援対象から漏れることに対する不安が
その背景にあったと推察される。こうし
た帰還によって本格的な地域復興が促さ
れる傾向が確認された。  

 

(5)住宅復興と地域の社会変動：激甚被
災地では、被災 1 年後頃より本格的に住
宅復興が取り組まれ、2 年後にはほぼ 8

割の村で住宅への再入居が完了する。し
かし、いくつかの点で大きな問題が生じ
た。まずバンダアチェ市は、日本政府な
どの支援により、海岸から数百メートル
の範囲を緩衝緑地として住宅建設を禁止
し、内陸の丘陵地に移転住宅地を建設す
る地域復興計画を策定した。この計画は、



 

 

履行レベルで問題を抱え、なし崩し的に
住宅再建が進められる一方で、中央政府
レベルでのパワーポリティックスによっ
て、最終的に取り消された。激甚被災地
の中には、必要量以上の住宅が建設され
た村も多く、また建設された住宅の多く
が未完のまま欠陥住宅として放置され、
大量の空き家が生み出された。その背景
として、基本的に無償援助の形態を取っ
た住宅支援が被災前の所有権（ないし、
その相続権）に基づいて行われたこと、
住宅再建に時間がかかり避難者の帰還が
想定通りに進まなかったこと、援助をめ
ぐっていわゆる市場の失敗と政府の失敗、
公平性が確保されないという NGO の失
敗が同時に起こったことなどが考えられ
る。復興景気の中でバンダアチェ市外か
ら流入した大量の新来者が激甚被災地の
空き家に入居することになり、地域社会
は一時的に大きな社会変動を経験した。
ちなみに、女性と子供の欠損が生じた人
口構造は、再婚と結婚が進む中で、やは
り大きな社会変動が生じた。  

(6)支援構造と調整メカニズム：アチェ
における大津波災害は、いわゆるアチェ
紛争の終結という事情も手伝って世界中
の人々に大きな関心を喚起した。そのた
め、特に海外から多くの支援が寄せられ、
いわゆる援助バブルという状況をもたら
した。その中で、住宅再建を初め多くの
分野で、住民から役に立ったと評価され
た支援者は、国際 NGO と中央政府であ
り、後者は、二国間ないし多国間援助の
形態を取った外国政府や国際機関などに
よるものである。しかし、そうした援助
は場当たり的に行われた形跡があり、必
要な支援を必要な地域に振り向ける調整
メカニズムは、中央政府直轄の復旧・復
興庁（BRR）が機能する被災 1 年頃まで
全く存在しなかった。辛うじてガンポン
と呼ばれる集落組織が再配分メカニズム
としてある程度機能した（下図における
下位の三角形）。例えば、当初予想された
土地所有をめぐる紛争は、本研究の調査
による限り、慣習法を基盤にしたガンポ
ンコミュニティの調整メカニズムによっ
てほとんど起こらなかった。  

 

被災者自身の認識では、こうした支援
によって、食料や身体的健康といった分
野で大きな改善が、住宅や収入といった
分野である程度の改善がそれぞれ見られ
たが、例えば、被災数年後でも津波に関
する恐怖の記憶が将来への不安を招き、
それに対する公的支援が皆無など、精神
衛生や公衆衛生といった分野ではむしろ
悪化が指摘された。この背景としては、
援助の需要と供給に係るミスマッチがあ
り、文化レベルまで踏み込んだ相互理解
や連携・調整の欠如があった。本研究で
は、こうした災害後ガバナンスの状況を、
トータルプランニングを担うメカニズム
の必要性と結び付けて概念化した。なお、
根深い問題として、地方政府の政策レベ
ルにおける津波被災からの復興とアチェ
紛争からの復興の相互関連、それら二重
の剥奪による地域間の経済格差の拡大傾
向、また、草の根支援を実践してきた
NGO と津波後の新興支援団体との矛盾
などが見出された。  

(7)災害文化と地域防災力の動向：イン
ド洋大津波の被災後、バンダアチェでは
津波博物館の開設、避難ビルの整備、被
災モニュメントの建設・保存、避難訓練
の実施、防災教育セミナーの開催などが
中央政府や国際 NGO 等の援助によって
進められた。また、インドネシアではド
イツや日本の支援によって津波早期警戒
警報システムが整備され、2008 年 11 月
に運用が開始された。本研究の質問紙調
査等によれば、こうした様々な試みにも
かかわらず、津波に関する知識や備えに
関わる災害文化が地域社会に根付く傾向
は見出しがたく、いわば知識の上滑り現
象の存在を指摘できる。また過剰な支援
によって、地域社会の外部依存性が強ま
る傾向も見出された。本研究では、日本
の津波常襲地域との比較分析によって、
こうした津波防災の試みが有効に機能す
るための条件として、津波に関する知識の
ローカル化と身体化、地元地域社会による主
体的な避難所の整備、そして避難命令に関す
る意思決定プロセスの分権化という 3 要件を
挙げ、それらを地域社会の組織や活動の中へ
の埋め込んだ状態を、コミュニティベースの
災害対応メカニズムとして概念化した。また、
知識のローカル化の出発点としては、被災体
験の記録と伝承が喫緊の課題であり、本研究
では、半構造化インタビューによって収集し
た被災者自身の語りに学術的観点から注
釈を加え、日本の三陸地方における被災
体験との比較も踏まえ、インドネシア語
で出版した。差し迫ったハザードのリス
クとして、理学的には、スマトラ断層の
運動の継続的な観測が必要であり、地元



 

 

シアクラ大学と名古屋大学との共同観測
システムの構築を支援した。  

(8)研究交流の深化と研究者ネットワ
ークの発展：最後に、以上の成果は、日
本国内外の学術会議において報告すると
ともに、学術論文や専門書の分担執筆と
して発表した。また、現地の研究協力者
からも寄稿してもらいながら 3 冊の中間
および最終報告書として刊行した（下記
のウェブサイト参照）。地元のシアクラ大
学では、毎年度、学生向けのセミナーや
特別講義を実施し、本研究の成果の一部
のみならず、災害研究の基礎となる社会
調査法も内容に含めた。また最終報告会
は、インドネシア科学院、ガジャマダ大
学との共同で、インドネシア国内におけ
る災害研究の中心大学のひとつ、ガジャ
マダ大学（ジョグジャカルタ）にて、災
害研究を学ぶ大学院生と地方政府担当者
を招聘して実施した。上記の 3 冊の報告
書における研究協力者からの寄稿論文、
ないし日本側メンバーとの共著論文は
20 編を超えた。こうした研究交流と共同
研究は、実質的に、地元シアクラ大学の
ほか、バンドン工科大学、ガジャマダ大
学、インドネシア科学院など、インドネ
シア国内の主要研究機関との間の研究者
ネットワークとして発展した。  

超巨大規模の自然災害はめったに起こ
るわけではなく、少なくとも過去 100 年
間に世界の人口稠密地域で起こった超巨
大地震は、本研究で扱ったスマトラ沖地
震（インド洋大津波）と、2011 年 3 月
11 日に発生した東北地方太平洋沖地震
の二つのみである。本研究で得られた知
見は、ハザードの規模や性質に違いがあ
り、国や地域の文脈は異なるものの、今
回の東日本大震災の被災から復興に至る
道筋を考える上で重要な示唆を与える。  

超巨大災害は、地元地域の社会に多大
な影響を与え、被災前の社会が持つ構造
的矛盾を一時的にせよ露呈させる。アチ
ェの文脈で言えば、汚職・紛争・低開発・
貧困や公的機関の機能不全などが挙げら
れよう。その中でコミュニティやインフ
ォーマルなネットワークが、緊急対応か
ら地域復興に実質的に重要な役割を果た
した。それと同時に、大災害は、地域が
物理的・社会的に大きく改変される契機
にもなる。例えば、激甚被災地ではほと
んどのところで生活インフラの量的・質
的拡大が見られたが、一方で、被災後の
社会変動によってコミュニティ自体の再
編も進んだ。こうしたことが将来どのよ
うな意味を持つかということについては、
長期的な継続観察を必要とする。  
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